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要　　約
　「新たな公共」や社会的ガバナンスの変化が議論されるなかで，多様なステイクホルダーの
橋渡し役として重要な役割を担う中間支援組織について，バランスト・スコアカードを使って
その活動の成果を可視化するモデルを検討する。特に，視点設定について，先行調査を参考に，

「外面的・形式的な側面」，「内面的・意味的な側面」，「成果測定の側面」の３つの仮説を設定
し，Kaplan-Norton の行政・非営利組織の事例研究をもとに理論的に検証している。結果とし
て，「視点設定は柔軟でよいが，一般的な視点との整合性を明確にする」こと，および，「当該
組織のミッションや状況など組織特性を表現し，状況により財務の視点をはずす」ことが示唆
としてえられた。また，「測定しやすい目標を設定し，具体的な数値目標をもとにコミットメ
ントのプロセスを管理する」ことは，十分に理論的に整合的であるとはいえなかった。
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１．緒　言
　本稿は，BSC（Balanced Scorecard，バランス
ト・スコアカード）の新たな役割と可能性を研究
するなかで，中間支援組織１への適用，特に，視
点設定モデルについて，仮説を設定し，理論的に
検証することを目的とする。具体的には，Kaplan-
Norton の事例研究から NPI（New Profit Inc．）
のケースを中間支援組織における BSC の視点設
定モデルとする。わが国におけるCB（Community 
Business）の中間支援機関２に関する先行調査

（関東経済産業局［2009］）を，NPI のみならず一
般的な BSC の視点設定と比較する形で，仮説を
設 定 し，Kaplan-Norton ［2004］ お よ び［2006］
の事例研究における行政・非営利組織の視点設定
との比較から理論的に検証する。
　筆者は，社会におけるコンフリクト解消の事例
としてパークマネジメントにおける指定管理者制
度の導入に着目し，リーダーが納得性のある意思
決定を導くために試行錯誤することを支援するプ
ロセスに BSC を適用し，有用性を検証してきた

（八島［2011b］）。また，行政・非営利組織のみ
ならず，社会的なネットワークのなかで社会的な
問題をめぐるコンフリクト解消へ適用を拡張し，
BSC の有用性を検討してきた（八島［2012b］）。
BSC の新たな適用を検討することは BSC の有用
性を高めるという意味で，学術的に意義があると
思われる。本稿との関連では，BSC を投資先組
織のマネジメント・コントロール手段として活用
する NPI の事例を検討した（八島［2010a］）。ア
メリカにおける中間支援組織への BSC 適用の一
事例ではあるが，わが国の中間支援組織に直接的
に取り入れることは，歴史的・社会的な状況のち
がいを勘案すれば，困難である。そこで，視点設
定の理論的な根拠を明確にすれば，NPI をベンチ
マークに，わが国の事例と比較し，BSC の新た
な適用を検討する基礎とすることができる。
　一方，社会的な貢献では，中間支援組織が
BSC の適用により活動を可視化し，円滑なコミュ
ニケーションに貢献することができれば，行政や
企 業 の み な ら ず， 地 域 コミュニティや NPO 
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（Non-Profit Organization）など多様なステイク
ホルダーに，見通しのよい解決の道筋を提示する
ことができる。実際に，「新しい公共」円卓会議
の宣言等（2010年６月４日）では，中間支援組織
の活性化を含めて，「新しい公共」や社会的ガバ
ナンスの変化が議論されている。また，関東経済
産業局［2009］では，行政システムや市場メカニ
ズムだけに依拠した取り組みだけでは解決が困難
な問題に対して，CB の実践による解決に期待し，
CB 中間支援機関の支援活動を調査し，提言をま
とめている。さらに，農業経済分野との共同研究
では，細野ら［2012］で，中山間地域における農
業構造の転換以外での条件不利性克服のために新
たな地域戦略構築が求められていることを指摘し
ている。
　いずれにしても，社会的な問題解決の方策が試
行錯誤しながら検討されているなかで，中間支援
組織が関係する主体間の橋渡し役を持続的に果た
すことは，重要な課題である。BSC を中間支援
組織に適用することによって，持続的な活動に一
助を与えたい。
　以下，２節では，関東経済産業局［2009］の調
査から知見をえて，NPI の視点設定のみならず，
一般的な BSC の視点および戦略との関係性を加
味して，中間支援組織における BSC 視点設定モデ
ルの仮説を検討する 。３節では，Kaplan-Norton 

［2004］および［2006］における行政・非営利組
織の事例研究の視点設定を材料に，仮説の理論的
な検証の方法を説明する。４節では，３節で説明
した方法で，仮説を理論的に検証する。５節で
は，結言として，中間支援組織に適用する BSC
の視点設定モデルに関する示唆をまとめ，今後の
展望を述べる。

２．視点設定モデルの仮説の検討
　２節では，関東経済産業局［2009］の調査から
の知見を基礎に，NPI の視点設定のみならず，一
般的な視点および戦略との関係性を加味して，中
間支援組織に適用する BSC の視点設定モデルの
仮説を検討する。
　①関東経済産業局［2009］調査の概要と知見
　この調査は，地域の課題・ニーズに対応しつつ
雇用等を生み出す CB の実践は容易ではなく，特
性を踏まえた支援等が重要と考えられるが，その

主体として期待される中間支援機関２の運営方法
は未だ模索の段階にあるとの問題意識のもとで中
間支援機関の持続可能な運営の方法について調
査・検討することを目的としている（関東経済産
業局［2009］，p.1）。
　具体的には，中間支援機関のビジネスモデルと
して，３つのタイプを提示している（ibid, pp.61-
63）。第一は，「行政や企業等から支援事業以外の
自主事業等で収入を確保し，中間支援機能を発揮
するタイプ」（BM タイプⅠという）である。第
二は，「支援事業そのものについて，委託等によ
り行政や企業等から収入を確保し，中間支援機能
を発揮するタイプ」（BM タイプⅡという）であ
る。第三は，「CB 等の事業のネットワーキング
化にかかわるサービス提供の対価等として収入を
確保するタイプ」（BM タイプⅢという）である。
実際には，タイプⅠからⅢの複合体として中間支
援活動３を行っている。
　以上のような活動を行う中間支援機関の特徴に
ついて，調査では，３つの仮説を設定している

（ibid, p.2）。第一は，「CB の特性を踏まえた相談・
助言等様々な支援を実施している」，第二は，「支
援事業では採算性がとれない可能性がある」，第
三は，「自主事業の展開や外部支援の獲得，多様
なネットワークによって，組織や事業を維持運営
している」である。これらの仮説について，アン
ケート調査，ヒアリング調査を実施し，結果を有
識者委員会で検討し，結論を出している。
　まず，調査結果から得られた知見は４つある

（ibid, p.4）。第一の知見は，「中間支援機関は支援
事業をミッションとして重視し，CB の特性を踏
まえた相談・助言，CB に不足している人材等の
支援や育成，ビジネスプランコンテストの開催や
起業支援等様々な事業を展開」していることであ
る。第二の知見は，「そうした支援事業は特に
CB 起業段階において重要な役割を果たしている
が，手間がかかる一方で，殆ど採算が取れていな
い。また，そのことが社会的に認知されていない

（シャドーワーク化している）」ことである。第三
の知見は，「支援事業を支えるために自主事業実
施や外部支援の獲得，人的ネットワーク等を活
用」していることである。第四の知見は，「課題
は，コストに見合う対価が得られていないこと，
地域内での人的ネットワークや専門家以外の人手
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不足など資金面やマンパワーの不足等」である。
次に，４つの知見から，「中間支援機関が持続可
能であるためには，強みや個性を活かして，ニー
ズを踏まえた支援事業等を展開する一方で，取組
を『見える』形にして様々な形で応援する社会的
仕組みが必要。それにより CB の発展，ひいては
地域の課題解決やローカルエコノミーの形成につ
ながることが期待される」（ibid, p.4）と結論づけ
ている。
　②一般的な BSC の視点設定と戦略との関係性
　次に，先行調査の知見と一般的な BSC の視点
設定との整合性を議論する基礎として，戦略との
関係性を整理する。
　一般的な BSC の役割は，Kaplan-Norton の一
連の著書から次のように整理できる。第一に，あ
るミッションやビジョンの達成のための戦略を，
財務（Financial），顧客（Customer），内部ビジ
ネスプロセス（IBP: Internal Business Process），
学習と成長（L&G: Learning and Growth）の４
つの視点に分けて検討する。第二に，個別の戦略
ごとに CSF （Critical Success Factor，重要成功
要因）および KPI（Key Performance Indicator，
重要評価指標）を設定し，戦略を現場の言葉（指
標）に変換する（以上，Kaplan-Norton ［1996］ p.8）。
第三に，個別の戦略間の関係性を戦略マップとい
う 形 で 表 現 でき（Kaplan-Norton ［2004］ pp. ⅹ
ⅱ- ⅹⅲ），ミッションやビジョンを達成するゴー
ルへ向けての成功のストーリーを示すことができ
る。第四に，プロセスにおいて関係者間の戦略実
行に関するコミュニケーションが促進される。
　八島［2012b］では，以上の BSC の役割を，
BSC の特長として「時間的な多面性」，「数値的
な多面性」，「視点間の関係性」，「主体間の関係
性」，「客観性」の５つに再整理している（pp.105-
106）。本稿との関連から「視点間の関係性」の特
長を述べる。BSC は，視点間の因果関係のなか
で，仮説として戦略を設定し，結果を予測でき
る。そのために，あるべき成果（遅行指標）のド
ライバー（先行指標）となる活動が CSF や KPI
に含まれる。また，戦略実行において，全構成員
が仮説を理解し，関連する資源が明確で，継続的
に検証し，リアルタイムに修正することができる

（Kaplan-Norton ［2001］ pp.75-77）。 ま た， 上 述
したように，戦略マップを使えば，「視点間の関

係性」を構造的に表現できる。すなわち，経営者
は，説明責任を果たすために，戦略をいくつかの
柱に絞り，戦略的仮説や因果関係，スコアカード
を含めることで，分かりやすく表現することがで
きる。さらには，顧客に対しては長期，中期，短
期の価値提案を提示することができる。
　さらに，八島［2012a］では，社会におけるコ
ミュニケーション・ツールとしての戦略マップの
可能性を検討しており，PM における経営状況を
分類する目的で，戦略マップの諸原則（Kaplan-
Norton［2004］ pp.10-14） を 整 理 し て い る

（pp.72-73）。すなわち，戦略マップ作成から次の
ような点が明らかになる。第一に，戦略が矛盾す
る力（contradictory forces）のバランスを保つ
ことである。戦略には，コスト削減のための短期
的な財務目的と収益の成長をもたらし，長期的な
目的となる生産性の改善を関連づけることが含ま
れる。第二に，戦略は差別化された顧客価値提案

（differentiated customer value proposition） を
基礎とすることである。顧客を満足させることが
持続的な価値創造の源泉となることを意味する。
したがって，戦略では，ターゲットとなる顧客セ
グメントを明確化し，共感を得られる価値提案を
明快にすることが求められる。第三に，価値は内
部ビジネスプロセスから生み出されることであ
る。BSC における財務および顧客の視点は成果

（outcomes）を示す。内部ビジネスプロセスは成
果を得るために，戦略を動かすことを意味する。
生産性を高め，権限を現場委譲し続けることが重
要である。また，顧客価値提案を生み出し，提供
するためのサブプロセスを含む戦略テーマとし
て，業務管理（Operations management），顧客管
理（Customer management），イ ノ ベ ー シ ョ ン

（Innovation），規制と社会（Regulation and Social）
が例示される。第四に，戦略は同時に起こり

（simultaneous）かつ相互補完的な（complementary）
複数のテーマから成り立つことである。内部ビジ
ネスプロセスに示した戦略テーマは同時に別々の
ところで利益をもたらす。また，戦略テーマのバ
ランスを保つために，少なくとも１つは関連づけ
ら れ る べ き で あ る。 第 五 に， 戦 略 的 な 連 携

（strategic alignment）が無形資産の価値を決定
づけることである。学習と成長のプロセスの視点
も成果を得るために，戦略を動かすことを意味
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し，無形資産およびその役割を戦略として記述す
る。無形資産は，人的資本，情報資本，組織資本
に分類される。しかし，多くの組織では，戦略と
人的資源や情報技術プログラムとの強い連携が見
ら れ な い 点 を 指 摘 し（Kaplan-Norton ［2004］ 
p.13），その解決方法として，人的資本を戦略テー

マ に 提 携 さ せ る 戦 略 的 仕 事 群（strategic job 
families），情報資本を戦略テーマに連携させる戦
略的 IT ポートフォリオ，組織資本を戦略テーマ
に関連する継続的な学習と改善に連携させ，統合
す る 組 織 変 革 指 針（organization change 
agenda）をあげている。

　③�先行調査からの知見と一般的な BSC との整
合性

　表１は，NPI のBSC であり，社会的影響（Social 
Impact），構成者（Constituent），財務（Financial），
内 部 運 営（Internal Operations）， 組 織 的 能 力

（Organizational Capacity）の５つの視点が設定
されている（Kaplan-Norton［2006］，pp.49-52）。
先行調査からの知見と一般的な BSC の視点設定
との整合性について，NPI の視点設定を加味しな
がら，議論する。
　まず，「財務」の視点と関連するのは，第二の
知見における「そうした支援事業は，…（省略）
…手間がかかる一方で，殆ど採算が取れていな

い」こと，および，第四の知見の「コストに見合
う対価が得られていない」ことである。そのた
め，BM タイプⅠや BM タイプⅡの形で資金を確
保する必要がある。つまり，行政や企業等に資金
を依存している現実を「財務」の視点に反映しな
ければならない。ところで，NPI は「上から３行
目」に「財務」の視点を設定している。「目標

（Objectives）」や「測定対象（Measures）」から
みると，一般企業における財務指標というより
も，NPI に資金を提供する既存および潜在的な組
織への働きかけや成果が中心で，資金管理的な意
味が強い。
　次に，「顧客」の視点と関連するのは，第二の

表１　New Profit 2005 Balanced Scorecard (Kaplan-Norton [2006]pp.50-51，筆者訳 )
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知見の「社会的に認知されていない（シャドー
ワーク化している）」ことである。ここに，中間
支援組織にとっての「顧客」とは，社会的な問題
が１つの主体のみで解決できない現実を勘案すれ
ば，支援サービスの提供を受ける非営利組織のみ
ならず，社会的な問題解決に関係する関係者全
体，つまり，行政や企業および社会またはコミュ
ニティも含まれるべきだと考える。この点は「新
しい公共」や社会的ガバナンスの変化が求められ
る点と整合する。したがって，支援活動のシャ
ドーワーク化を改善するために，「顧客」の視点
を広く考える必要がある。この点について，NPI
は，‘Constituent’という視点を設定し，NPI への
投資者，投資先の社会起業家，モニターグループ
が含まれている。測定対象は各主体の満足度が中
心である。また，‘Social Impact’の視点によって，
ミッションに関する成果を可視化している。具体
的には，「成長性のある社会起業家」を中心に置
き，投資先組織の選択と評価を測定対象としてい
る。
　IBP の視点と関係するのは，第一および第三の
知見である。すなわち，「中間支援機関は支援事
業をミッションとして重視し，CB の特性を踏ま
えた相談・助言，CB に不足している人材等の支
援や育成，ビジネスプランコンテストの開催や起
業支援等様々な事業を展開」する形で，サービス
を提供し，「顧客」満足をえている。また，「支援
事業を支えるために自主事業実施や外部支援の獲
得，人的ネットワーク等を活用」し，資金をえて
いる。NPI は，‘Internal Operations’という視点
を設定しており，予算管理および財務管理的な意
味が強い。NPI のミッションは，「先見性のある
社会的起業家およびその組織が，持続的に変化を
促すような影響力を生み出すことが可能となるた
めに，戦略性と財務資源を提供するフィランスロ
ピーの新しいアプローチを明示すること」である

（Kaplan-Norton ［2006］ p.50）。この視点は，「戦
略性と財務資源を提供するフィランスロピーの新
しいアプローチを明示する」という NPI のミッ
ションをよく表した視点設定である。したがっ
て，IBP の視点は，中間支援組織のミッションを
可視化するうえで，上述の「社会的影響（Social 
Impact）」の視点とともに，意味をよく吟味して
設定する必要がある。また，測定対象は，投資の

タイミングや予算バランスなどプロセス管理が中
心である。
　最後に，L&G の視点と関係するのは，第四の
知見の「地域内での人的ネットワークや専門家以
外の人手不足など…マンパワーの不足等」であ
る。中間支援組織は，事業を支える経営資源が恒
常的に不足している。NPI は，‘Organizational 
Capacity’という視点を設定している。内容は，
投資先組織との関連性，スタッフのモチベーショ
ン，モニタリンググループとの関係であり，組織
的な能力を NPI の組織のみならず，関係する組
織とのネットワークとしてとらえている点に特徴
がみられる。したがって，L&G の視点は，中間
支援組織の現状を可視化することのみならず，
ネットワークによる組織間のシナジーを含めた意
味を検討する必要がある。測定対象は，従業員を
含めて，NPI という組織へのコミットメントを維
持するためのプロセス管理が中心になっている。
　④�中間支援組織に適用する BSC の視点設定モ

デルの仮説
　以上の先行調査における知見と一般的な BSC
の視点との整合性，NPI の視点設定の吟味を踏ま
えて，視点設定モデルの仮説を次のように設定す
る。
仮�説１：BSC の外面的・形式的な側面（視点の

数や並べ方など）について，中間支援組織の現
状を可視化することが重要である。そのため，
視点の設定は柔軟でよいが，一般的な視点との
整合性を確保すべきである。

仮�説２：BSC の内面的・意味的な側面（視点の
意味，営利と非営利のちがいなど）について，
中間支援組織の特性を可視化することが重要で
ある。そのため，「財務」の視点は，資金管理
や予算管理を意識する場合以外で，行政や企業
等への依存状況により，資金をコントロールで
きない場合は，削ることを検討する。また，

「顧客」の視点は，多様な関係者を吟味して広
く設定する。さらに，ミッションの成果との関
連性を明確にするために，「社会的影響」など
の視点を設定する。一方，IBP および L&G の
視点は，ミッションや戦略実行との関連性を踏
まえて，意味を十分に検討する必要がある。ま
た，当該組織のみならず，ネットワーク関係に
おける組織間のシナジーも考慮する。
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仮�説３：成果測定の側面について，当該中間支援
組織のみならず，関係者とのネットワーク関係
のなかで検討することが重要である。具体的に
は，関係者のコミットメントをコントロール
し，維持するために，測定しやすい目標を設定
する。また，測定対象を媒介にしたプロセス管
理が重要である。

３ . 仮説の理論的な検証の方法
　 ３ 節 で は，Kaplan-Norton ［2004］ お よ び

［2006］における行政・非営利組織の事例研究の
視 点 設 定（ 表 １「New Profit 2005 Balanced 
Scorecard」，表２「パブリックセクターの視点設
定の比較」，表３「非営利組織の視点設定の比較」）
を材料に，仮説の理論的な検証の方法を説明す

る。
　①仮説の理論的な検証の材料
　まず，仮説の理論的な検証の材料とする表１，
表２，表３について簡単に説明し，仮説の理論的
な検証の方法の基礎とする。上述したように，表
１は，Kaplan-Norton［2006］で投資企業モデル
の非営利組織バージョンとして研究された NPI
の BSC である。外面的・形式的な側面では，一
般的には，４つの視点と CSF および KPI を設定
す る が， ５ つ の 側 面（Aspect） と12の 目 標

（Objectives），18の測定対象（Measures）を設
定しているところが特徴的である。また，並べ方
も，表のトップからボトムにかけて，「社会的影
響」，「構成者」，「財務」，「内部運営」，「組織的能
力」と特徴的である。内面的・意味的な側面で

表２　パブリック・セクターの視点設定の比較（Kaplan-Norton[2004] より筆者作成）

※ EDA: Economic Development Administration of the U.S. Department of Commerce

表３　非営利組織の視点設定の比較（Kaplan-Norton [2004] および [2006] より筆者作成）
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　①�仮説１（BSC の外面的・形式的な側面）の理
論的な検証

　仮説１の重要な点は，「中間支援組織の現状を可
視化すること」である。また，その方法として，
視点を「柔軟に設定」してよいが，「一般的な視点
との整合性を確保する」ことである。まず，「柔
軟に設定」する点について，視点の数から確認す
ると，表２では，RCMP が３つ，FCSS が５つ，
表３では，TFA と Citizen Schools が５つになっ
ている。ただし，後述するが，TFA と Citizen 
Schools は NPI の被投資組織であることが関係し
ていると思われる。次に，「一般的な視点との整合
性」について，表２では，RCMP と MoD は，「財 
務」の視点がない。ただし，‘Resource Management’
が「財務」の視点に，‘Output Deliverables’が

‘Stakeholder’の視点に相当すると考察されてい
る（p.421）。また，「顧客」の視点は，‘stakeholder’
をキーワードとして広く解釈され，MoD を含め
た４つの組織すべてに設定されていると解釈でき
る。表３では，「財務」の視点は，BLO，TFA，
Citizen Schools のすべてに設定されている。「顧
客」の視点は，BLO と Citizen Schools で設定さ
れている。TFA は，NPI と同様に，‘Constituent’
という視点を設定している。一方，IBP および
L&G の視点の視点は，表現は異なるが，表２お
よび表３のすべての組織で設定されている。
　以上から，BSC の外面的・形式的な側面と関
連 す る 視 点 設 定 モ デ ル の 仮 説 １ に つ い て，
Kaplan-Norton［2004］および［2006］で考察さ
れている事例で，当該組織の現状を可視化できる
ように配慮されていることが確認できる。した
がって，仮説１は，「柔軟に設定」する点および

「一般的な視点との整合性」が読み取れるという
意味で，理論的に整合的である。
　②�仮説２（BSC の内面的・意味的な側面）の

理論的な検証
　仮説２の重要な点は，「中間支援組織の特性を
可視化すること」である。その方法として，「財
務」および「顧客」の視点設定が主な検討対象に
なる。一方，IBP および L&G の視点は，どの組
織にも設定されることに付随して，「組織の特性
を表しているか」を意味として検討することが必
要である。また，合わせて，ミッションおよび戦
略との関係性を明確にするために，視点間の関係

は，非営利組織の特性にあわせて，各側面の名称
や「目標」および「測定対象」が検討されてい
る。
　表２は，Kaplan-Norton［2004］で戦略マップ
のパブリックセクターの事例として研究されてい
る組織の視点のみを比較した表である。比較しや
すいように，左端の列に一般的な視点を配置して
いる。「－」の行は，比較したときに４つの視点
に該当しない視点を抜き出したものである。ま
た，左から順にRoyal Canadian Mounted Police

（RCMP），EDA（Economic Development 
Administration of the U. S. Department of 
Commerce），United Kingdom Ministry of 
Defense（MoD），Fulton County School System

（FCSS）と並べている。トップからボトムへの配
置は，変更していない。一般的な視点と比較し
て，該当しない場合には「なし」，並べ方が異な
る場合には移動した行を表記している。３つの事
例に共通しているのは，外面的・形式的な側面で
は，一般的な視点と同じではないという点であ
る。
　表３は，The Boston Lyric Opera（BLO）と
Teach for America（TFA）がKaplan-Norton 

［2004］ の 非 営 利 組 織 の 戦 略 マ ッ プ，Citizen 
Schools および NPI が Kaplan-Norton［2006］の
非営利組織の BSC の事例研究である。表の作成
ルールは，表２と同様である。NPI は比較しやす
さに配慮して掲載した。パブリックセクターと同
様に，一般的な視点とは異なっている。この点に
ついて，Kaplan-Norton［2004］では，「最も喜
ばしい拡張である」と評価している（p.429）。ま
た，TFA お よ び Citizen Schools は NPI の 被 投
資 先 組 織（Portfolio Organization） で も あ る

（NPI ［2009］ pp. 22-23）。
　②仮説の理論的な検証の方法
　以上の表１から表３を材料に，仮説１「外面的・
形式的な側面」，仮説２「内面的・意味的な側面」，
仮 説３「 成 果 測 定 の 側 面 」に つ い て，Kaplan-
Norton［2004］および［2006］の事例研究を吟
味しながら視点設定モデルを理論的に検証する。

４．仮説の理論的な検証
　４節では，中間支援組織に適用する BSC の視
点設定モデルの仮説を理論的に検証する。
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ている。同様に，MoD では防衛における政府の
要求を満たすことが重要である（ibid, p.421）と
いう意味で‘Output Deliverables’の視点（「防
衛政策」，「軍隊の有効性」，「運営上の成果」を内
容とする）を設定している。EDA および FCSS
は組織特性が顕著に表れている。EDA では，ホ
ワイトハウスや議会，商務省，納税者が方針決定
や監理の主体であり，地域や投資パートナー，民
間企業がサービス提供先になっている（ibid，
p.418）。そのため，前者を‘Stakeholder’，後者
を「顧客」の視点に区別している。また，FCSS
では，‘Student Achievement’の視点が第一であ
り，生徒によるカリキュラムのマスターおよび国
際的な競争力で測定される。付随して，教育環境
や保護者の満足，地域の協力が‘Stakeholder’お
よび「顧客」の視点として設定される（ibid, 
pp.424-425）。一方，表３では，BLO は，「サポー
ター」，「国内および海外のオペラシーン」，「コ
ミュニティ」を３つの戦略の柱として「顧客」の
視点を「最上位」に設定している。TFA は，
NPI の影響もあり，社会的な変革をミッションと
して，「既存の生徒に対する教育的な成果の改善」
および「潜在的な生徒への教育機会提供の拡大」
を内容とする‘Social Impact’の視点を「最上位」
に配置している。「顧客」の視点に該当する

‘Constituent’は，現在の会員である生徒と卒業
生であり，卒業生は教育機会提供の主体としても
活動する役割をもっている（ibid, pp.434-435）。
Citizen Schools は，「生徒に質の高いプログラム
を提供し，学習および社会の両面に渡る成長をも
たらすこと」（Kaplan-Norton［2006］ pp.74-75）
を内容として‘Social Impact’の視点を「最上位」
に配置している。また，生徒，教員，トレーナー
が成果をもたらす主体として「顧客」の視点が設
定されている。
　最後に，IBP および L&G の視点の意味および
視点間の関係性を検討する。全体としては，名称
が異なる組織もあるが，一般的な視点と同様の意
味で設定されている。表２および表３に共通して
いえるのは，‘Stakeholder’や「顧客」，「財務」の
視点との関係性のなかで，いくつかの戦略の柱を
IBP の視点に設定している。また，L&G の視点
に，戦略実行に必要な職場環境や能力向上など人
への投資を要素にあげて，成功の鍵としている。

性を検討する必要がある。
　まず，「財務」の視点について，表２および表
３に共通していえるのは，財務指標というよりも
財務管理や予算管理的な意味が強いこと，また，

‘stakeholder’や「顧客」の視点と比べて記述が
少ないことである。以下，具体的に吟味する。表
２の RCMP と MoD では，設定されていない。
理由は，大きな予算をもつ行政組織の一部門であ
り， 部 門 の 戦 略 目 標 を 優 先 し た た め で あ る

（Kaplan-Norton ［2004］，pp.412-413， pp.420-
421）。EDA は「顧客」の視点とともに「上から
２行目」，FCSS は「最下行」に「財務」の視点
が設定されている。EDA は，コスト・ベネフィッ
トのパフォーマンスを向上させることや「顧客」
である地域コミュニティ，投資パートナー，民間
企業との関係に関連し（ibid,pp. 418-419），予算
管理的な意味が強い。また，FCSS は，EDA と
同様の意味をもっている（ibid, p.426）。
　一方，表３では，BLO が「最下行」，TFA が

「上から４行目」，Citizen Schools が「上から２
行目」に「財務」の視点が設定されている。
BLO は，「顧客」および IBP の視点を重視してお
り，L&G の視点がその実現の土台になる意味で
配置され，「財務的な健全性」および「成長計画」
の内容により構成されている（ibid, pp.431-433）。
TFA は，特に考察はないが，寄付や行政からの
支援などを含む予算管理的な意味が強い（ibid,pp. 
437）。Citizen Schools は，上述したように，NPI
の投資先組織であり，「財務」の視点について考
察はないが，‘Social Impact’や「顧客」の視点と
の関連のなかで支出目標や予算管理が含まれてい
る（Kaplan-Norton ［2006］ p.74）。
　次に，「顧客」の視点について，「財務」の視点
と比べて記述が多いことが特徴的である。行政・
非営利組織においては，‘Stakeholder’，つまり，組
織外部との関係が重視されることがうかがえる。
また，BSC の主体が関係者間の中間的な役割を
もつ場合には，‘Stakeholder’と「顧客」の視点を分
ける場合も見られる。
　具体的には，表２の RCMP は，財政委員会や
国内外の政府組織，警察サービスを直接的に享受
する市民が組織の価値を定義づける（Kaplan-
Norton ［2004］ p.415） と い う 意 味 で‘Clients， 
Partners and Stakeholders’という視点を設定し
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する主体とのネットワークの中で評価されるべき
である。つまり，「測定対象を媒介にしたネット
ワークにおけるコミットメントのプロセス管理」
が重要と考えられる。
　まず，BSC の役割について，RCMP の事例研
究では，「RCMP の戦略を表現し，測定すること」
と考察されている。また，BSC という戦略フレー
ムワークを使うことによって，「説明責任を，よ
りオープンに，明白な形で遂行すること」や「組
織内の部門や機能の間で BSC をきっかけにコ
ミュニケーション（またはコミットメント）を引
き出し，組織内連携を強めること」に貢献できる
と述べている（ibid, p.413）。つまり，BSC の活
用では，「測定する」ことが重要で，「測定された
成果」をもとにコミュニケーションが活性化され
れば，連携が強まると理論的に結論づけることが
できる。
　次に，「測定しやすい目標を設定する」ことに
ついて，Kaplan-Norton［2004］の事例は，戦略
マップが中心であるため，具体的に考察されてい
る事例は少ない。しかし，上述した FCSS では次
のように「組織特性」を表す形で測定対象が設定
されている（ibid，pp.424-426）。第一の‘Student 
Achievement’の視点では，「生徒がカリキュラム
をマスターすること」は「カリキュラムに関する
テスト」や「卒業テスト」，一方，「国際的な競争
力をもつこと」は「統一的なテストのランキン
グ」や「卒業してはじめの２年間の大学や職場の
成績」により測定される。第二の‘Customer 
and Stakeholder Involvement and Satisfaction’
の視点では，「教育環境」は「出席」や「カリ
キュラム外の参加者」，「安全性に対する生徒と保
護者の認識」，「保護者の満足」は「品質，対応，
コミュニケーションに関する保護者の調査」，「地
域の協力」は「ボランティアの時間数」，「お金や
サービス，現物の寄付」，「FCSS にコミットした
企業やコミュニティの数」，「質やコミュニケー
ション，安全性に関するコミュニティの調査」に
より測定される。第三の‘Efficient and Effective 
Instructional and Administrative’の 視 点 で は，

「教育的な効果」は「教員トレーニング」や「技
術の活用」，「通学」は「安全性」や「決まった時
間での帰宅」，「設備・建物」は「設備検査レポー
ト」や「未修理箇所の修理要求書」，「学校をス

　具体的に，表２の FCSS を例にすれば，IBP
の視点に，「教育的な効果」，「通学」，「設備・建
物」，「学校をスタートするための準備」，「生徒の
栄養」の５つの戦略の柱を作っている。これらの
戦 略 を 実 行 す る こ と に よ り， 第 二 の 視 点 の

‘Customer and Stakeholder Involvement and 
Satisfaction’における「教育環境」，「保護者の満
足」，「地域の協力」を実現し，結果として，第一
の視点の ‘Student Achievement’における「生徒
がカリキュラムをマスターすること」および「国
際的な競争力をもつこと」を達成できる。また，
そ の 実 現 の 基 礎 と し て，‘Staff Learning and 
Growth’および‘Financial Performance’の視点を
設定している。前者は，L&G の視点に相当し，「ス
タッフの能力」および「従業員満足」が設定され
る。また，後者は，「健全な財務管理」を戦略と
し て い る（Kaplan-Norton［2004］pp.424-426）。
FCSS はパブリックセクターの例であるが，表３
における非営利組織の BLO や TFA においても
同様の傾向が見られる（ibid，pp.431-432，pp.434-
437）。
　以上から，BSC の内面的・意味的な側面と関
連 す る 視 点 設 定 モ デ ル の 仮 説 ２ に つ い て，
Kaplan-Norton［2004］および［2006］で考察さ
れている事例では，「財務」および「顧客」の視
点設定が「組織の特性を表す」ように設定されて
いた。また，IBP および L&G の視点では，名称
は組織により異なることが多いけれども，ミッ
ションと関連する‘Stakeholder’や‘Social Impact’
という上位の視点との関係性を十分に検討したこ
とが読み取れる形で，戦略の柱が作られていた。
したがって，仮説２は，各視点が「組織特性を
表」し，かつ，視点間の関係性が読み取れるとい
う意味で，理論的に整合的である。
　③仮説３（成果測定の側面）の検証
　仮説３には，仮説１の「外面的・形式的側面」
および仮説２の「内面的・意味的側面」の成果を
測定する役割がある。上述した行政・非営利組織
の事例に共通して読み取れるのは，関係者との
ネットワーク関係のなかで検討されていることで
ある。中間支援組織は，関係者のコミットメント
をコントロールし，維持するために，「測定しや
すい目標を設定する」ことが重要である。また，
組織特性からみて，設定された測定対象は，関係
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は読み取ることが難しい。また，Kaplan-Norton
［2006］は Citizen School が NPI の投資先組織で
あるため，読み取ることができる。しかし，当然
のことといえるので，十分な根拠にはならない。

５．結　言
　５節では，４節までの仮説設定および検証から
えられた示唆について，学術的貢献および社会的
貢献の観点からまとめ，今後の課題を述べる。
　①学術的貢献の観点における示唆
　まず，本稿の学術的な意義は，新たな適用先を
検討し，BSC の有用性を高めることであった。
具体的には，中間支援組織への適用，特に，視点
設定モデルについて，BSC を３つの側面に分け
て，仮説を設定し，Kaplan-Norton［2004］およ
び［2006］における行政・非営利組織の事例研究
から理論的に検証した。結果として，「外面的・
形式的側面」では，「視点設定は柔軟でよいが，
一般的な BSC の視点との整合性を明確にするこ
と」，「内面的・意味的な側面」では，「当該組織
のミッションや状況など組織特性を表現し，状況
により財務の視点をはずすこと」が理論的に整合
的であると結論づけた。一方，「成果測定の側面」
では，「成果を測定すること」は理論的に整合的
であるが，「測定しやすい目標を設定し，具体的
な数値目標をもとにコミットメントのプロセスを
管理する」については，事例研究が少ないため，
理論的に整合的であるとの結論を出すに至らな
かった。
　以上の結論からえられる総合的な示唆として，

「成果測定の側面」の一部分を除いて，BSC を投
資先組織のマネジメント・コントロール手段とし
て活用する NPI の事例をわが国の中間支援組織
に適用するベンチマークとする枠組みを整理でき
た。また，「測定しやすい目標設定」および「コ
ミットメントのプロセス管理」は，今後の事例研
究のなかで，さらに検討する必要があることが分
かった。ただし，見方をかえれば，各組織の特性
のなかで運用されるべき課題とも受け止めること
ができる。したがって，研究としては，理論的に
整合的であるかという議論のみならず，運用モデ
ルの提示といった方向性で検討することも一案と
考えられる。
　②社会的貢献の観点における示唆

タートするための準備」は「学校の最初の日に利
用可能な本や先生の割合」や「正確な入学」，「費
用予測」，「生徒の栄養」は「給食プログラムへの
生徒の参加」により測定される。第四の‘Staff 
Learning and Growth’の視点では，「スタッフの
能力」は「少なくとも７年の経験および上級の学
位」や「国際委員会の認定」，「従業員満足」は

「スタッフの出席」，「離職」，「コミュニケーショ
ン，チームワーク，モラルの評価」により測定さ
れる。第五の‘Financial Performance’の視点で
は，「健全な財務管理」は「教育サポート支出」
や「資金バランス」，「予算差異」により測定され
る。一方，非営利組織では，NPIの投資先組織であ
ることを踏まえて，TFAおよびCitizen School が，
５つの視点に対し17の測定対象を定めている。
FCSS と同様またはそれ以上に組織特性を意識し
た 内 容 に な っ て い る（Kaplan-Norton ［2004］ 
pp.436-437， お よ び，［2006］ pp.74-75）。 ま た，

「測定対象を媒介にしたネットワークにおけるコ
ミットメントのプロセス管理」について，プロセ
ス管理の具体的意味は，測定対象が目標を具現化
した数値であり，実際値との比較から改善活動を
行うということである。つまり，Plan-Do-Check-
Action（PDCA）サイクルと考えてよい。たとえ
ば，上述のFCSS の‘Staff Learning and Growth’
の視点でいえば，「従業員満足」は，３つの測定
対象がそれぞれに評価されるというよりも，相互
関係の中で従業員満足を評価することが重要であ
る。実際に，FCSS のプロジェクトチームは，
データ収集および報告というプロセスを実行する
なかで，過去のデータのみならず，他の地域のベ
ンチマークなどを参考に，議論しながら，各測定
対象をシステム的にデザインしている（Kaplan-
Norton ［2004］ p.426）。
　以上から，BSC の成果測定の側面と関連する
視点設定モデルの仮説３について，「測定するこ
と」が重要な点について，共通して読み取れると
いう意味で，理論的に整合的である。しかし，

「測定しやすい目標を設定する」および「測定対
象を媒介にしたネットワークにおけるコミットメ
ントのプロセス管理」について，理論的に整合的
であるというには不十分である。Kaplan-Norton

［2004］は戦略マップが事例研究の中心であり，
FCSS では読み取れるけれども，その他の事例で
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る中間支援組織との国際比較が効果的である。こ
の点が第三の課題である。以上，今後も BSC の
役割と可能性について，継続的に検討していきた
い。
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　次に，本稿の社会的貢献に関連する意義は，中
間支援組織の活動を可視化し，円滑なコミュニ
ケーションを促すことにより，多様なステイクホ
ルダーの間に見通しのよい解決の道筋を提示する
ことであった。また，結果として，中間支援組織
の持続的な活動の一助となることであった。
Drucker［1995］は，「社会とは，一人ひとりの
人間に対して『位置』（social status）と『役割』

（function）を与えるものであって，この位置と
役割が社会の基本的枠組を規定し，社会の目的と
意味を決定する。また，重要な社会権力が『正統
性』（legitimacy）を持たなければその社会は機
能しない」と述べている（p.27，訳書 p.24）。こ
の考え方は中間支援組織にも適用できるのではな
いか。上述したように，中間支援組織に BSC を
適用する枠組みは理論的に整合的であることを検
証した。枠組みを使い，活動成果を測定する事例
研究を続ける基礎ができたといえる。持続的な活
動に一助を与えるという意味では，事例研究の中
で，当該組織の役割の明確化と位置の確認を試み
ることである。また，ステイクホルダーとの関係
のなかで，社会的影響を可視化し，一定の評価が
えられれば，長期的にコミットメントを維持する
動機づけとすることができ，組織としての正当性
がえられる。
　③今後の課題
　最後に，本稿の学術的および社会的貢献を踏ま
えて，今後の課題を述べる。上述したように，本
稿は中間支援組織に BSC を適用するための基礎
を仮説という形で理論的に検証したにすぎない。
そのため，NPI の視点設定をモデルとして，３つ
の仮説からの示唆を原則に，わが国の中間支援組
織に適用し，事例研究をすることが第一の課題で
ある。また，企業を中心とする一般的な BSC の
視点で導入する場合とそうでない場合に，導入の
背景による原因にまでは言及できていない。同様
に，仮説３に関連して，「測定しやすい目標設定」
および「コミットメントのプロセス管理」につい
て， 十 分 に 確 認 す る こ と が で き な か っ た。
Kaplan-Norton の事例研究を，企業組織を含めて
検討し，一定の法則性を見出すことが第二の課題
である。さらに，単に事例研究するのみでは，そ
の成果を検討することが難しい。そこで，歴史
的，地理的に近い韓国など，東アジアを中心とす
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ム」として BSC を活用している点にある。な
お，注２および注３に示すように，関係省庁に
おいて明確な定義というよりは，支援機能の記
述が中心であった。先行研究では，谷本編

［2006］で「ソーシャル・イノベーション・ク
ラスター」の定義のなかで中間支援組織が含ま
れるけれども，明確な定義はなされていない

（pp.37-38）。
２　わが国では，内閣府における NPO（Non-

Profit Organization）に関する報告書など（た
とえば，内閣府［2001］），NPO への支援活動
を論じる場合に「中間支援組織」の用語が使用
されている。一方，経済産業省における CB

（Community Business）に関する報告書など
（たとえば，経済産業省［2008］），CB への支
援活動を論じる場合に「中間支援機関」という
用語が使用されている。本稿では，「中間支援
組織」を基本的に用いるが，関東経済産業局

［2009］の先行調査を引用する場合にのみ，「中
間支援機関」を用いる。

３　具体的な中間支援事業は，個別 CB への単発
的な支援および継続的な支援，マスを対象とし
た支援に分類されている。第一に，個別 CB へ
の単発的な支援は，「コーディネート」および

「相談窓口」活動である。第二に，個別 CB へ
の継続的な支援は，「起業支援」，「運営支援」，

「事業展開支援」，「資金調達支援」，「施設・備
品提供」である。第三に，マスを対象とした支
援は，「人材育成支援」，「情報発信」，「交流促
進」，「調査研究や政策提言」である。各支援の
具体的な内容は関東経済産業局［2009］（p.60）
を参照。
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注
１　本稿では，「中間支援組織」の用語について，

社会的な問題解決を社会的ネットワークのなか
で実現するための「プラットフォーム」構築に
貢献する組織と考える。「プラットフォーム」
とは，「第三者間の相互作用を活性化させるよ
うな共通基盤」（国領［2004］p.58）である。ま
た，NPI（New Profit Inc．）に注目した理由
は，社会的ネットワークのなかで関係する組織
の活動を活性化させるための「プラットフォー


